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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応等について 

 

 当社は、本日開催の取締役会におきまして、令和６年５月 14 日に公表した「資本コストや株価を意

識した経営の実現に向けた対応について」の令和７年（2025 年）度までの取組状況をレビューした上で、

令和８年４月よりスタートさせた第６次経営計画等を踏まえ、開示のアップデートにつき決議いたしま

したので、別紙のとおり公表いたします。 

当社は、資本政策に当たって、「成長投資」、「利益還元」、「内部留保」をバランスよく、より大きな

形で実現し、更なる企業価値の向上に取り組んでいくこととしており、第６次経営計画においては、中

小企業・個人向け貸出等、関西・東京エリアや船舶関連貸出等への積極的な取組みによるリスクアセッ

トの積み上げ、従業員持株会向けＲＳの導入等による人的資本経営の実践、積極的なＤＸ投資等により、

将来を見据えた戦略的投資を行うとともに、自己資本比率の安定維持を図ってまいります。また、今後

の株主還元につきましては、本日公表した「第６次経営計画期間中における株主還元方針に関するお知

らせ」にてお知らせのとおり、利益成長を通じた配当水準の安定的かつ持続的な維持・向上を図るとと

もに、柔軟かつ機動的な自己株式取得を実施することにより、第６次経営計画の最終年度である令和 10

年（2028 年）度までに配当性向 35％以上、総還元性向 40％以上へ段階的に引き上げていくことを目指

してまいります。 

当社といたしましては、今後とも資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組みを強化し、

持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。 

以 上 

 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．企業価値の向上に向けた取組状況（2024～25年度）

 2024～25年度
の取組状況

 2024年５月14日公表の「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」
における「企業価値の向上に向けた要因分析と対応策（一部修正）」より

 安定した預金調
達、中小企業・個
人向け貸出等へ
の積極的な取組
み及び金利の適
正化による資金利
益の増加

 ソリューション・ビジ
ネスの強化による
役務取引等利益
の獲得

 ベア実施による人
的投資・積極的な
ＤＸ投資、経費コ
ントロールの強化

 26年３月末連結
自己資本比率
9.45％

 配当性向30％以
上の実現、５期連
続増配

 機関投資家及び
個人投資家向け
説明会の実施
（説明会等：24年度
40回、25年度53回）
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２．各指標から見た当社の現状

（連結ベース） 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

ＰＢＲ
0.30倍
↘

0.26倍
↘

0.21倍
↘

0.21倍
→

0.23倍
↗

0.29倍
↗

0.36倍
↗

0.53倍
↗

ＲＯＥ
4.63％
↘

3.70％
↘

4.38％
↗

5.42％
↗

5.82％
↗

5.40％
↘

5.70％
↗

5.62％
↘

ＰＥＲ
6.75倍
↘

7.09倍
↗

5.18倍
↘

4.02倍
↘

4.02倍
→

5.09倍
↗

6.53倍
↗

9.70倍
↗

配当性向
12.8％
↗

15.8％
↗

12.7％
↘

11.0％
↘

11.4％
↗

13.3％
↗

20.0％
↗

31.0％
↗

ＤＯＥ
0.59％
↘

0.58％
↘

0.56％
↘

0.59％
↗

0.66％
↗

0.75％
↗

1.14％
↗

1.74％
↗

配当利回り
1.90％
↗

2.22％
↗

2.46％
↗

2.74％
↗

2.83％
↗

2.63％
↘

3.06％
↗

3.19％
↗

ＲＯＲＡ
0.42％
↘

0.31％
↘

0.38％
↗

0.48％
↗

0.50％
↗

0.48％
↘

0.52％
↗

0.52％
→

自己資本比率
8.72％
↘

8.52％
↘

8.82％
↗

8.84％
↗

8.86％
↗

9.23％
↗

9.46％
↗

9.45％
↘

 第５次経営計画期間中での当社株価は1.9倍（418円→814円）上昇、ＰＢＲは0.53倍へ
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３．第６次経営計画期間中の資本政策及び株主還元

 2026年３月期決算において、５期連続増配として、「配当性向31.0％」及び「DOE1.7％」を達成。
 第６次経営計画における資本政策に当たっても、「成長投資」、「利益還元」、「内部留保」をバランスよく、より大

きな形で実現し、更なる企業価値の向上に取り組んでいく方針。

内部留保

成長投資 利益還元

銀行法で求められる最低水準：４％

リーマン・ショック級の危機発生時
の最大損失への備え：3.5％
※当社ストレステストを踏まえて設定

バッファー：２％
※有価証券評価損益の他行との水準格差も

踏まえて設定

（３）自己資本比率の安定的維持
（％）

（１）将来を見据えた戦略的投資
中小企業・個人向け貸出等、関西・東京エリアや船舶関連貸出等への積極的な取組みによるリスクアセットの積み上げ
従業員持株会向けＲＳの導入等による人的資本経営の実践、積極的なＤＸ投資 等

（２）安定的かつ持続的な利益還元
第６次経営計画期間中の株主還元方針としては、
利益成長を通じた配当水準の安定的かつ持続的
な維持・向上を図るとともに、柔軟かつ機動的な自
己株式取得を実施することにより、2028年度まで
に配当性向35％以上、総還元性向40％以上へ
段階的に引き上げていくことを目指す。

当面目指す水準
：9.5％程度

収益力の強化とリスク
アセット・コントロール
の強化により維持

（参考）10％を超える銀行持株会社は、銀行法上、銀行業高度化等
会社設立に際しての手続きが簡素化されている。

配当性向＜右目盛＞

年間配当金＜左目盛＞

（円） （％）
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４．今後の企業価値の向上に向けた対応

収益力の強化
 地域活性化、本業支援、地域密着型金融の推進、ソリュー

ション・ビジネスの強化（非金利収入拡大）
 関西・東京エリアや船舶関連向け貸出等への注力
 金利ある世界における適正金利の確保
 提案型営業・非対面チャネルの最適化
 有価証券運用のパフォーマンス向上と総合損益改善

リスクアセット・コントロールの強化
 ＲＯＲＡを意識した貸出金・有価証券運用の実践

経費コントロールの強化
 業務改革やＤＸ活用による業務の効率化及び生産性の向上

成長投資、利益還元、内部留保をバランスよく、より大
きな形で実現
 将来を見据えた戦略的投資

☞ 積極的な貸出対応によるリスク・アセットの積み上げ
☞ 従業員持株会向けＲＳの導入等による人的投資の拡大

 安定的かつ持続的な利益還元
 自己資本比率の安定的な維持

情報開示、投資家等とのコミュニケーションの充実
 サステナビリティ・地域貢献活動等非財務情報の充実
 機関投資家及び個人投資家向け説明会の継続的実施

リスク管理の強化
 与信集中リスクの回避、事業者支援の強化

RORAの向上
当期純利益
リスクアセット

財務レバレッジ
の適正化
リスクアセット
株主資本

期待成長率の
向上

ＲＯＥの向上
（収益力の向上）

ＰＥＲの向上

株主資本コストの低減

実績と期待の好循環

将来収益の成長期待

PBRの改善
（企業価値向上）
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５．第６次経営計画におけるＲＯＥの向上に向けて

指標 2026年３月期 取組施策 2029年３月期

ＲＯＲＡ
当期純利益

リスク・アセット額 0.52％
 親会社株主に帰属する当期純利益205億円
 リスク・アセット額を3,500億円積み上げ 0.60％以上

×

財務レバレッジ
１

自己資本比率 10.58倍

 ３年間の利益の積み上げ574億円に対して、３
年間平均で38.5％程度の株主還元を実施

 リスク・アセット額を3,500億円積み上げ
 自己資本比率を9.45％→9.5％程度へ

10.51倍

×

自己資本調整倍率
ＢＩＳ自己資本
Ｂ/Ｓ自己資本 1.02倍  ほぼ同水準で推移 1.03倍

＝

ＲＯＥ
当期純利益

Ｂ/Ｓ自己資本 5.62％
 ＲＯＥを6.5％以上に引き上げ
 引き続き、8％以上の実現を目指す 6.5％以上
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本資料には、将来に関する記述が含まれています。
こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。

本件に関するお問い合わせ先

トモニホールディングス株式会社 経営企画部
TEL 087-812-0102


